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平成17年11月に「プライバシーに配慮した障害者の把握・
確認ガイドライン（プライバシーガイドライン）」、平成27
年３月に「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」が
策定された。

これらが職場においてどのように実施され、どのような課
題があるのか、企業及び在職障害者を対象に調査し、職場で
の課題等を把握する必要がある。

企業における障害者の確認・把握の方法、障害者差別禁止の
取組や課題、合理的配慮提供の手続きや内容・課題等を把握
することにより、その取組の実態を明らかにし、障害者の継
続雇用や能力発揮のための環境作りにつなげる。

1

背景

目的
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（１）企業調査（アンケート調査・ヒアリング調査）

○調査対象
従業員数40人以上の民間企業5,000社

○調査方法と期間
調査票による郵送調査（2019年10～11月）

○回答状況
1,442社（回収率28.8%）

（２）在職障害者アンケート調査
2

方法
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本発表
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アンケート調査の項目

１．回答企業の状況

２．プライバシーに配慮した障害者の把握・確認

３．障害者に対する差別の禁止

４．合理的配慮の提供義務
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結果｜回答企業の状況
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障害者雇用の有無

n=1,442
n=1,067

雇用障害者の障害種類

従業員規模別の企業数

n=1,442

17.1

23.1

6.5

69.0

48.5

34.7

43.6

8.0

3.5

5.3

5.7

0 20 40 60 80

視覚障害

聴覚又は平衡機能障害

音声・言語・そしゃく機能障害

肢体不自由

内部障害

知的障害

精神障害

発達障害

高次脳機能障害

難病

無回答
（％）

50人未満
12.2%

50～99人
19.4%

100～299人
24.5%

300～999人
21.4%

1000人以上
16.2%

無回答
6.4%

雇用している
74.0%

雇用していない
21.1%

無回答
4.9%



5

結果｜プライバシーに配慮した障害者の把握・確認
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プライバシーガイドラインの認知状況

• 認知率（「よく知っている＋少し知っている」）は、60.7%

• 規模の大きい企業ほど認知率が高い傾向

n=1,442

企業規模別全体

6.8

8.2

14.2

16.9

46.4

29.0

37.9

46.5

52.3

38.2

39.2

35.4

26.1

24.0

11.6

22.7

17.9

12.2

6.2

3.4

2.3

0.7

1.1

0.6

0.4

0 20 40 60 80 100

50人未満

(n=176)

50～99人

(n=280)

100～299人

(n=353)

300～999人

(n=308)

1000人以上

(n=233)

よく知っている 少し知っている ほとんど知らなかった

聞いたことがなかった 無回答

（％）

よく知っている

18.0%

少し知っている

42.7%

ほとんど知らな

かった

26.4%

聞いたことがなかった

11.7%

無回答

1.2%



67.2

9.8

15.2

9.4

13.7

9.6

10.7

0 20 40 60

本人が障害を明らかにしている、

障害者専用求人の応募者等

会社から障害の有無を照会する、

特別な職業上の必要性がある場合等

全員に障害の申告を呼びかける

個人を特定して障害の照会を行う

その他の機会

障害者の把握・確認をしていない

無回答

採
用
後

採
用
段
階

（％）

6

結果｜プライバシーに配慮した障害者の把握・確認
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障害者を把握・確認する機会

n=1,442



37.5

36.7

16.9

10.0

9.3

15.3

0 20 40

労働者全員に対して申告を呼びかけているが、情報

を伝えるのが難しい

業務上支障が明らかな労働者がいるが、本人から

の申告がない

本人から業務上の配慮の申出はあるが、障害者で

あることの確認・把握ができない

採用段階で本人から把握した内容と実際の障害状

況が異なっている

本人が上司や同僚に業務上の支障を相談している

が、本人からの申告がない

その他

（％）

労働者全員に対して申告を呼びかけて

いるが、情報を伝えるのが難しい

業務上支障が明らかな労働者がいる

が、本人からの申告がない

本人が上司や同僚に業務上の支障を

相談しているが、本人からの申告がない

本人から業務上の配慮の申出はあるが、

障害者であることの確認・把握ができない

採用段階で本人から把握した内容と

実際の障害状況が異なっている

その他
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結果｜プライバシーに配慮した障害者の把握・確認
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障害者の確認について課題に感じていること

n=622
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結果｜障害者に対する差別の禁止
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障害者差別禁止指針の認知状況

• 認知率（「よく知っている＋少し知っている」）は、72.8%

• 規模の大きい企業ほど認知率が高い傾向

n=1,442

企業規模別全体

よく知っている

32.9%

少し知っている

39.9%

ほとんど知

らなかった

19.7%

聞いたことがなかった

6.1%

無回答

1.4%

13.1

20.7

30.9

37.7

58.4

36.9

40.7

42.8

42.9

31.3

33.5

27.1

19.3

15.3

9.0

12.5

10.0

6.5

2.9

0.9

4.0

1.4

0.6

1.3

0.4

0 20 40 60 80 100

50人未満

(n=176)

50～99人

(n=280)

100～299人

(n=353)

300～999人

(n=308)

1000人以上

(n=233)

よく知っている 少し知っている ほとんど知らなかった

聞いたことがなかった 無回答

（％）
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結果｜障害者に対する差別の禁止
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差別禁止を踏まえた取組状況（上位5項目）

n=1,067 （障害者雇用企業のみ）

83.7 

82.8 

72.4 

74.1 

75.6 

5.9 

6.3 

15.2 

13.4 

10.9 

3.2 

3.2 

5.2 

6.4 

6.2 

1.9 

1.7 

2.8 

2.7 

2.5 

3.8 

4.2 

2.0 

1.6 

3.0 

1.5 

1.8 

2.3 

1.8 

1.8 

0 20 40 60 80 100

定年

労働契約の

更新

配置

賃金

教育訓練

既に取り組んでいる 一部取り組んでいる まだ取り組んでいない

わからない 該当なし 無回答

（％）
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結果｜合理的配慮の提供義務
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合理的配慮指針の認知状況

• 認知率（「よく知っている＋少し知っている」）は、58.2%

• 規模の大きい企業ほど認知率が高い傾向

n=1,442

企業規模別全体

よく知っている
22.1%

少し知っている
36.1%

ほとんど知ら

なかった
28.0%

聞いたことがなかった
11.7%

無回答
2.1%

7.4

7.1

16.1

25.6

54.5

20.5

36.1

41.1

42.5

30.0

39.2

37.1

29.7

24.4

12.4

26.1

18.2

11.0

6.8

2.6

6.8

1.4

2.0

0.6

0.4

0 20 40 60 80 100

50人未満

(n=176)

50～99人

(n=280)

100～299人

(n=353)

300～999人

(n=308)

1000人以上

(n=233)

よく知っている 少し知っている ほとんど知らなかった

聞いたことがなかった 無回答

（％）



21.6

18.9

18.8

16.9

13.8

2.2

33.8

12.7

0 10 20 30 40

担当者・部署を定め、

応募者に周知している

配慮事項を申し出る方法について、

応募者に周知している

対応について、労働局、

ハローワークに相談している

対応についてその他の機関

（社会保険労務士等）に相談している

申し出のあった事項について

社内に検討する部署（委員会等）がある

その他の方法

特に講じていない

無回答 （％）
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結果｜合理的配慮の提供義務
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合理的配慮の手続きと対応（募集及び採用時）

n=1,442

手続き 対応（上位5項目）

31.6

30.7

23.6

11.7

10.3

0.8

1.3

1.0

0.8

0.6

55.5

57.1

63.5

76.0

77.1

6.6

5.3

6.2

5.8

5.8

5.6

5.5

5.8

5.8

6.2

0 20 40 60 80 100

体調に配慮した面接時間の

設定をしている

面接時に、就労支援機関の

職員等の同席を認めている

面接の際にできるだけ移動が

少ないようにしている

面接を筆談等により行っている

文字による説明プリントを

配布している

取り組んでいる(一部取組も含む） ニーズがあるが取り組めていない
ニーズがないので取り組んでいない わからない
無回答

（％）

n=1442

「特に講じていない」が多い
→ 採用経験のない企業が一定程度含まれていることを反映



41.6

25.2

19.6

18.1

17.5

14.4

2.5

27.2

0 10 20 30 40 50

採用後、障害者であることを把握した際に、

職場において支障となっている事情の有無を

確認している

担当者・部署を定め、労働者に周知している

配慮事項を申し出る方法（相談、申出書等）に

ついて労働者に周知している

対応についてその他の外部の機関（社会保

険労務士等）に相談している

申し出のあった事項について社内に検討する

部署（委員会等）がある

対応について、労働局、ハローワークに相談

している

その他の方法

特に講じていない

（％）
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結果｜合理的配慮の提供義務
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合理的配慮の手続きと対応（採用後）

n=1,442

手続き 対応（上位5項目）

62.6

58.4

47.2

45.2

38.5

2.5

2.0

4.0

4.4

3.3

29.4

34.3

44.8

44.4

52.0

3.0

3.3

1.8

3.8

3.8

2.4

2.1

2.2

2.2

2.3

0 20 40 60 80 100

作業の負担を軽減する

ための工夫

通院・体調等に配慮した

出退勤時刻・休暇・休憩

職場内移動の負担を

軽減するための設備

疲労・ストレス等に配慮し

た福祉施設・設備

障害者相談窓口担当者の

配置

取り組んでいる(一部取組も含む） ニーズがあるが取り組めていない

ニーズがないので取り組んでいない わからない

無回答

（％）

n=1,067 （障害者雇用企業のみ）
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結果｜合理的配慮の提供義務
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合理的配慮の提供について課題に感じていること

41.0

38.5

33.6

22.1

17.5

13.0

12.2

2.3

6.9

0 10 20 30 40

社内のサポート体制の構築ができていない

社内の周知が進んでいない

配置転換や業務内容の切り出しが難しい

合理的配慮の提供は、個別対応が求められ

るなどコミュニケーション上の負担が大きい

周知しているが、障害のある社員からの

申出が少ない

合理的配慮の提供は、経費的に負担である

合理的配慮が適当（適切）か等について、

専門家からのアドバイスがほしい

障害のある社員から過重と思われる内容の

申出がある

その他
（％）

n = 1,138
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まとめ
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•本調査結果から、企業における障害者の確認・把握の
方法、障害者差別禁止の取組や課題、合理的配慮提供
の手続きや内容・課題等が示された

•先行研究（2018年）との認知率の比較

→先行研究よりも上昇

（差別禁止：3.1ポイント、合理的配慮：9.2ポイント）

→差別禁止の方が合理的配慮より認知されている傾向は
同様
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まとめ

第2９回職業リハビリテーション研究・実践発表会

•プライバシーガイドライン

• 把握・確認する機会は、障害者専用求人への応募等で、
本人が障害を明らかにしているときの採用時が最も多い

•障害者差別禁止の取組

• 「定年」、「労働契約の更新」、「配置」の順に高い

•合理的配慮の提供

• 採用前は、面接に関する配慮の提供が多い

• 採用後は「介助・雇用管理」に関する配慮の提供が多い


